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平成平成平成平成 29 年度当初予算編成に対する年度当初予算編成に対する年度当初予算編成に対する年度当初予算編成に対する申し入れ申し入れ申し入れ申し入れ 

 

日本経済は緩やかな持ち直し基調にあるものの、個人消費の低迷、円高基調、

さらに中国はじめ新興国経済の停滞やイギリスのＥＵ離脱問題などによる世界的

な景気減速の影響もあり、まだまだ先行き不透明な状況にあります。また、11月

８日にはアメリカ大統領選が予定されており、新大統領の政策が今後の日本経済

に大きな影響を与えることも考えられます。 

９月26日からは参院選挙後、初の本格的な論戦となる臨時国会が開幕しました。

「経済再生と社会保障の充実」が最重要課題となるなか、重要法案として、TPP

承認や無年金対策、働き方改革などが審議されています。また、日銀は、９月20、

21日の金融政策決定会合で金融政策の軸を「量」から「金利」へとシフトさせ、

長期金利は概ねゼロ％程度を維持することとし、投資喚起を促しています。 

人口減少と高齢化が同時進行するなか、経済、社会保障、地域社会を持続可能

なものとしていくことが最重要課題です。本県においても、東京圏などへの若者

を中心とした人口の流出が続いており、人口の社会増目標が達成できていない状

況です。 

こうした中、兵庫県では、地域創生事業が本格化する平成29年度当初予算にお

いて、昨年度に策定された「兵庫県地域創生戦略」を踏まえ、これらの課題に真

正面から取り組む必要があります。 

知事におかれましては、４期目の任期最終年となられますが、第３次行革プラ

ンの総点検を行い、「地域創生」に向けた強いリーダーシップを発揮され、持続



 

可能な安定した県政運営の力強い推進を期待するところです。 

なお、予算編成に当たっては、国の政策動向や経済・雇用状況等を踏まえつつ、

引き続き「選択と集中」を図るとともに、予算の削減ばかりでなく実態に配慮し

た上で、我々議員団の意図するところを十分に斟酌され、「兵庫県地域創生戦略

アクション・プラン」を中心とした各種事業に着実に反映されますよう強く求め

るものであります。 

 

●●●●最最最最重点要望事項重点要望事項重点要望事項重点要望事項 

１１１１    社会基盤インフラ整備の推進社会基盤インフラ整備の推進社会基盤インフラ整備の推進社会基盤インフラ整備の推進 

        高度経済成長期に整備された社会インフラの老朽化が深刻になり、投資的

経費の県単独事業は近年縮小傾向が続いていることから、地方部を中心に社

会基盤インフラの整備の遅れが懸念されている。各地域の県民が安全安心に

暮らし、地域の活力を生み出していくため、生活の基盤を支えている道路や

河川、港湾等の社会基盤インフラ整備の充実を図るため必要な予算を確保す

ること。 

 

２２２２    ホームドアホームドアホームドアホームドア設置設置設置設置の促進の促進の促進の促進 

近年、視覚障がい者等が駅ホームから転落する事故が相次いでいることか

ら、障がい者や高齢者の線路への転落や電車との接触事故を防ぎ、朝夕の混

雑時や駅のホームが狭い場合でも、誰もが安心して鉄道を利用できるように

するため、駅のホームドアの設置を促進すること。 

 

３３３３    がん対策の推進がん対策の推進がん対策の推進がん対策の推進 

県民一人一人が生涯にわたって生き生きと安心して質の高い生活を送る

ことができるよう、死亡原因の１位を占めるがんへの対策として新たな取組

を行うこと。例えば、市町と連携して、全中学１年生を対象に、胃がんリス

クを大きく軽減するとされるピロリ菌検査の実施、除菌への助成制度を確立

すること。また、がん検診の受診率を向上し、がん予防を進めるため、がん

教育を一層推進すること。さらに、がん治療に伴う外見の悩みを抱える県民

に対応するため、県立がんセンター内にアピアランスサポートセンターを設



 

置すること。 

 

４４４４    国際国際国際国際平和教育の充実平和教育の充実平和教育の充実平和教育の充実 

戦後 70 年が経過する中、オバマ大統領が現職アメリカ大統領として初め

て被爆地・広島を訪問し、「核なき世界」を主導していく決意を示すととも

に、「核先制不使用」の宣言を検討するなど、核なき世界、国際平和への潮

流が期待されている。こうしたなかで、未来を担う青少年に対し、国際平和

教育をさらに推進するため、義務教育９年間及び高等教育までを見通した未

来志向の国際平和教育推進計画を策定すること。 

 

●●●●重点要望事項重点要望事項重点要望事項重点要望事項 
 

 Ⅰ.支え合う地域づくり    １．高齢者を支え合う地域づくり 

２．生活困窮者支援の充実 

３．障がい者等への支援強化 

４．人権の尊重 

 

 Ⅱ.安心な地域づくり     １．防災・減災対策の強化 

２．安心な医療体制の再構築 

３．防犯・犯罪対策の推進 

４．自転車事故防止等の交通安全対策強化 

５．「空き家」問題への対応 

 

 Ⅲ.持続可能な地域づくり  １．財政健全化に向けた着実な県政運営の推進 

２．「人が生きる、地方創生。」に向けた取組の推進 

３．雇用対策の推進 

４．持続可能な社会の構築 

 

 Ⅳ.魅力ある地域づくり    １．安心の交通ネットワークづくり 

２．中小企業の振興 

３．農林水産業の振興 

４．観光産業の振興 



 

 

 Ⅴ.活力ある地域づくり    １．女性の活躍と子育て支援 

２．若者の活躍を促す環境づくり 

３．教育の充実 


